
 

平成１８年５月１０日 

 

「市町村合併による効果について」 

（市町村の合併に関する研究会 平成 17 年度報告書） 

 

 総務省では、平成１７年１１月から「市町村の合併に関する研究会」（座長：小西

砂千夫 関西学院大学教授）を開催し、市町村の合併の特例に関する法律の下で実

施された市町村合併の状況を踏まえ、今後の市町村の合併に関する課題について有

識者等による研究を行ってきました。 

 このたび、本研究会において、平成１７年度の研究の成果として、市町村合併に

よる効果について報告書を取りまとめましたので、公表します。 

 

 

１ 概要 

  資料１及び資料２のとおり 

 

２ 研究会メンバー・開催経緯 

  資料３のとおり 

 

 

 

 

 

（連絡先） 

 総務省自治行政局合併推進課 

 担 当：望月課長補佐、瀬脇課長補佐、穂積係長、内海

 電 話：０３－５２５３－５１１１（代表） 

            （内線：５５９１） 

     ０３－５２５３－５５９１（直通） 

 ＦＡＸ：０３－５２５３－５５９２ 

 

 



行財政の基盤強化

市町村合併による効果の全体像市町村合併による効果の全体像

都道府県から見て

国から見て

住民ｻｰﾋﾞｽ維持・向上

利便性の向上

地域コミュニティ、
市民活動の振興

地域の知名度向上、
イメージアップ

行政経費への理解向上

産業活動の円滑化

防災力の向上

専門的できめ細かい施策の推進

権限移譲による自立性の向上

広域的なまちづくりの充実

国民から見て

経費の節減

歳入の確保

市町村から見て

・市町村への権限移譲の進展

・出先機関等の再編による
経費削減

・調整等の事務の削減

・地方分権、構造改革の推進

・調整等の事務の削減

市町村合併の背景

・地方分権の推進 ・少子高齢化の進展
・広域的な行政需要の増大
・構造改革の推進への対処
・昭和の大合併からの時代の変化

対
応

行財政改革が進んだ結果、
国・都道府県が直接的に国民
へ提供しているｻｰﾋﾞｽが充実

・合併による人員削減

・事務の統廃合等による事務経費の削減

・事業の調整、任意団体等の統廃合等に
よる削減

・一部事務組合等の廃止、事務委託等の
解消による削減

・公共施設の整理統合や重複投資の回
避等による効率化

・合併を契機とした電算システム刷新等

資料１

今回の
効率化
効果の
試算の
対象



市町村合併による効率化効果市町村合併による効率化効果

試算の基本的考え方

・合併後の歳出水準は、最終的には、概ね現在存在する同様の人口規模の団体
(｢類似団体｣(人口･産業類型別就業者数により分類))に近似した水準に効率化する

と想定

試算方法

・H11年4月～18年3月における合併市町村557団体

を対象に試算

・合併後の市町村の類似団体の歳出額と合併前の

構成団体の歳出額の合計とを比較

【効率化効果額】

概ね２０１６年度以降において、年間約１．８兆円の効率化

（参考：(H11.3.31)3,232→(H18.3.31)1,821）

（H15決算額）

（うち人件費：約▲5,400億円（職員数相当：約▲12万7千人））

・なお、合併直後は、一時的に経費が増加（ｼｽﾃﾑ統合や計画的まちづくり等の経費など）

（概ね合併後10年）

（H15決算額）

　　　　効率化効果額

合併前の団体の
歳出額の合計

合併後の新市の
類似団体の歳出額

旧A市

旧Ｂ市

旧C町

新市



市町村合併による効率化のイメージ市町村合併による効率化のイメージ

概ね１０年後

効率化のイメージ曲線

定員削減努力により、合併後１０年経過時に平年度ベースに

合併前の
水準

約1.8兆円

概ね１５年後





市町村合併による効果の全体像（詳細） 資料２



合併効果の試算の基本的考え方

３ 合併効果の行政経費への影響

(1) 合併市町村においては、人件費等を中心に効率化が進むと見込まれ、
最終的に歳出水準は低下するものと見込まれる。

(2) 合併直後は、合併に伴い必要となる経費（システム統合経費等）が増加
するとともに、計画的なまちづくりに要する投資的経費が一時的に増嵩す
ると見込まれる。

【参考】
「類似団体」とは、全国の市町村について、「人口」「産業構造（産業類型別就業者数）」の観点から、中核市、特例市、
都市、町村について、それぞれ複数の類型に区分して、各類型に該当する市町村の決算額等の平均値を指数化したも
の。「類似団体比較」は、その類似団体と、各市町村の実際の姿を比較する試算手法。

注１）合併前の数値は、原則として平成１５年度の普通会計決算のもの（それ以前に合併した市町村は、合併前の直近の数値）による。公営企業
部門における効率化効果や既存公共施設の統廃合効果は、今回の試算の数値には含まれていない。

注２）合併と同時並行して行われる行革の効果は、今回の試算の数値には含まれていない。

２ 合併の効率化効果が平年度ベースになる時期

(1) 経常経費（人件費、物件費、補助費等）は、合併後１０年経過時（概ね2016
年度）以降と想定。

(2) 投資的経費は、合併後の計画的なまちづくり(概ね合併後10年間）の終了時
と想定。

１ 合併による人口変化に伴って、歳出水準は人口段階等が同じカテゴリー
の類似団体に近似すると想定。また面積的な要素も考慮した。



合併効果の具体的な計算方法(1)

１ 合併後の市町村が該当することになる類似団体を、合併後の人口・産業類型別

就業者数により、決定。

（例）A市の場合

→ Ⅱ次・Ⅲ次産業計 93.1%、 Ⅲ次産業69.1%

30,23510,5102,75143,784109,992合計

町村Ⅳ－４3,0671,6005095,17713,581d町

町村Ⅳ－４2,8181,7045325,05913,358c町

市 Ⅱ－３17,6495,5041,13624,52361,061b市

市 ０－３6,7011,7025749,02521,992a市

第Ⅲ次産業第Ⅱ次産業第Ⅰ次産業総数

合併前
の類型

同 就業者数（人）平成１２年
国勢調査
人口（人）

合併関係
市町村

合併後は、市Ⅲ－３の類型に該当

【参考】
「類似団体」とは、全国の市町村について、「人口」「産業構造（産業類型別就業者数）」の観点から、中核市、特例市、都市、町村
について、それぞれ複数の類型に区分して、各類型に該当する市町村の決算額等の平均値を指数化したもの。「類似団体比較」
は、その類似団体と、各市町村の実際の姿を比較する試算手法。



(例）Ａ市の「職員給」の場合
▲495,036千円 ＝｛ 44,641円 × 109,992人 ｝－ 5,405,189千円

↑ ↑ ↑

合併前の各市
町村の職員給
合計

合併後の
A市の人口

(組合からの移管含む）

市Ⅲ－３における
人口１人当たり
「職員給」歳出

類似団体比較
＝人口要素のみ
による効果額

▲495,036千円×（1－0.2）＝▲396,023千円

３ 類似団体が人口要素（合併後人口、産業類型別就業者数）で決定することを踏

まえ、これとは別に、同一人口集団の実例分析や合併市町村の回帰分析をもとに、

面積要素による影響分を算出し、勘案。

【算式】（面積要素勘案後の効率化額）＝（人口要素のみを勘案した効率化額）×（１－0.20）

２ 人件費、物件費、補助費等、普通建設事業費について、それぞれ、類似団体の

人口１人あたり歳出額を基礎に、合併前の歳出決算を比較。

【算式】（該当類似団体の人口1人あたり歳出）×（合併市町村人口）－（合併前の決算額）

合併効果の具体的な計算方法(2)

(例）Ａ市の「職員給」の場合
全合併団体について、積み上げ

＝効率化効果の総額

同一人口規模（１０万等）のサンプル集団をもとにした実例分析や
合併した551団体からの回帰分析により、面積要素影響分を算出

↓



面積要素の影響分の算出

面積要素が少ない歳出額（類似団体の歳出額）について、面積を横軸
とした回帰直線を求め、これから、平均的な面積の団体についての面
積要素を含まない歳出額を算定

(参考）合併市町村５５１団体からの回帰分析

y = 12359x + 10202605（千円） R=０．２２
ｘ = 平均面積（349平方km）の場合 →１４５億２千万円

面積要素の含まれた歳出額（現実の歳出額）について、面積を横軸と
した回帰直線を求め、これから、平均的な面積の団体についての面積
要素を含んだ歳出額を算定

①

②

y = 19914x + 11019980 （千円） R=０．３４
ｘ = 平均面積（349平方km）の場合 → １７９億７千万円

③ 面積要素の有無による差は約２０％ （３４億５千万。１９．２％）

同一人口規模の集団について、面積の大小で区分し算出

平均面積以下の団体については、サンプル集団として、決算統計から市Ⅲー３類型を抽出した母集団に
近似。面積要素の影響が少ない場合の効率化効果と想定。（削減率１３．４％）

①

合併後人口が約１０万となる、市Ⅲー３類型に属する２７団体（サンプル数最多）をもとに検証。

平均面積超の団体については、面積要素の影響を強く受け、本来、類似団体のレベルに近似するまでの
効率化効果は期待できないと想定。（削減率３４．４％）

②

③ ①の削減率と②の削減率の差は、２０.９％ 歳出中、約２０％は、面積要素の影響分と推定

※町村の場合も、同様の手法により、約２０％（１７．４％）が面積要素分と推定される。

面積と効率化費目（関係市町村計）の関係（政令市除く）

y = 19914x + 1E+07
R = 0.336

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000

120,000,000

0.00 500.00 1000.00 1500.00 2000.00 2500.00
面積

経費＋投資（千円）

面積と効率化費目（類団一人当たり×人口）の関係（政令市除く）

y = 12359x + 1E+07
R = 0.222

0
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経費＋投資（千円）



市町村合併による効率化効果（試算）

旧合併特例法下での市町村合併により、概ね2016年度以降において、平年度
ベースで年間約１.８兆円の効率化（経常経費約1.0兆円、投資的経費約0.8兆円）
が見込まれる。

市町村の職員が、平年度ベースで、約▲１２万７千人（うち、一般職：約▲７万１
千人）相当分、効率化すると推計。人件費は、年間約▲５４００億円効率化。

１） 平成11年4月～18年3月に合併した全合併市町村５５７団体（市町村数3232→1821）について効率化
効果を試算。

２） 合併前の数値は、原則として平成１５年度普通会計決算ベース。

３） 合併後の数値は、合併による人口変化に伴って、歳出水準は、最終的に、人口規模が類似する団体
の歳出水準（面積的な要素も考慮）まで低下すると想定し試算。

４） 合併の効率化効果が平年度ベースで発現するのは、市町村建設計画の計画期間を踏まえ、合併後
１０年経過時以降と想定。

５）合併直後は、合併に伴い必要となる経費（システム統合経費等）が増加するとともに、計画的なまち
づくりに要する投資的経費が一時的に増嵩すると見込まれる。

１ 効率化効果の総額

２ 職員数、人件費

試算の基本的な考え方



総括表

旧合併特例法下での市町村合併により、 概ね2016年度以降において、平年度ベース

で年間約１.８兆円の効率化が見込まれる。

注１） 平成11年4月～18年3月に合併した全合併市町村５５７団体（市町村数3232→1821）について効率化効果を試算。
注２）合併前の数値は、原則として平成１５年度の普通会計決算のもの（それ以前に合併した市町村は、合併前の直近の数値）。
注３）合併後の数値は、原則として合併による人口構成の変化（類似団体比較）を基礎に、合併市町村の面積の影響も考慮して試算。なお、今回の試算では、公営企業部門における

効率化効果や既存公共施設の統廃合効果は含まれていない。また、合併と同時並行して行われる行革の効果は、上記の数値には含まれていない。
注４) 「平年度」となるのは、経常経費については、合併後１０年経過時と想定。投資的経費については、合併後の集中的なまちづくりの終了後に、平年度ベースとなると想定。
注５）合併直後は、合併に伴い必要となる経費（システム統合経費等）が増加するとともに、計画的なまちづくりに要する投資的経費が一時的に増嵩すると見込まれる。
注６）端数処理の関係で、合計欄の計数が一致しないことがある。また、今後の精査により、数値は変動することがある。

８．７％１．７６兆円１８．５７兆円２０．３兆円合併市町村の歳出総額

(－)(－)７．９２兆円７．９２兆円
その他の経費
(扶助費、公債費等)

１４．２％１．７６兆円１０．６４兆円１２．４兆円小 計

１９．９％０．８０兆円３．２２兆円４．０３兆円投資的経費
（普通建設事業費）

１１．３％０．９５兆円７．４３兆円８．３８兆円経常経費
(人件費、物件費、補助費等)

効率化効果合併後(平年度ベース)合併前



職員数・人件費関係

旧合併特例法下での市町村合併により、市町村の職員が、平年度ベースで、約▲１２万
７千人（うち一般職：約▲７万１千人）相当分効率化し、人件費は、年間約▲５,４００億円
相当分効率化すると推計。

▲２１．９％▲１２．７万人４５．２万人５７．９万人合 計

▲１５．９％▲７．１万人３７．８万人４４．９万人一般職の職員

▲４３.１％▲５．６万人７．４万人１３．０万人特別職
（三役、議員、行政委員会委員）

効率化効果合併後(平年度ベース)合併前

▲１４．７％▲４１００億円２．３８兆円２．７９兆円うち、一般職の職員給

▲３２．５％▲１３６０億円０．２７兆円０．４０兆円うち、特別職の給料・報酬

▲１３．５％▲５４００億円３．４８兆円４．０３兆円人件費

効率化効果合併後 (平年度ベース)合併前

注１）合併前の数値は、原則として平成１５年度の普通会計決算のもの（それ以前に合併した市町村は、合併前の直近の数値）。
注２）合併後の数値は、特別職については都道府県調査をもとに推計。一般職については、合併による人口構成の変化（類似団体比較）を基礎に、合併市町村の面積の影響も考慮して試算。

なお、今回の試算では、公営企業部門における効率化効果や既存公共施設の統廃合効果は含まれていない。また、上記の数値には、合併と同時並行して行われる行革の効果は含ま
れていない。

注３) 「平年度」となるのは、合併後１０年経過時(概ね2016年度）以降と想定した。なお、合併直後は、合併後のシステム統合経費等、合併に伴い必要となる経費等が増加すると見込まれる。
注４）端数処理の関係で、合計欄の計数が一致しないことがある。また、今後の精査により、数値は変動することがある。



物件費、補助費等、投資的経費関係

○ 旧合併特例法下での市町村合併により、経常経費については、人件費のほか、
平年度ベースで、物件費が年間２４００億円、補助費等が年間１６００億円相当分、
効率化すると推計。

▲ ８．０％▲１６００億円１．８５兆円２．０１兆円補助費等

▲１０．５％▲２４００億円２．０９兆円２．３４兆円物件費

効率化効果合併後 (平年度ベース)合併前

注１）合併前の数値は、原則として平成１５年度の普通会計決算のもの（それ以前に合併した市町村は、合併前の直近の数値）。
注２）合併後の数値は、合併による人口構成の変化（類似団体比較）を基礎に、合併市町村の面積の影響も考慮して試算。なお、今回の試算では、公営企業部門における効率化効果や既存

公共施設の統廃合効果は含まれていない。また、上記の数値には、合併と同時並行して行われる行革の効果は含まれていない。
注３) 「平年度」となるのは、合併後１０年経過時(概ね2016年度）以降と想定した。なお、合併直後は、合併に伴い必要となる経費（システム統合経費等）が増加するとともに、計画的なまちづくり

に要する投資的経費が一時的に増嵩すると見込まれる。
注４）端数処理の関係で、合計欄の計数が一致しないことがある。また、今後の精査により、数値は変動することがある。

○ 投資的経費については、平年度ベースで、年間８０００億円相当分効率化すると
推計。

▲１９．９％▲８０００億円３．２２兆円４．０３兆円投資的経費
（普通建設事業費）

効率化効果合併後 (平年度ベース)合併前
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資料３ 



 

 

 

市町村の合併に関する研究会 開催経緯 

 

 

 

第１回   平成１７年１１月９日（水） 

       ・ 市町村合併の状況 等 

 

 

第２回   平成１７年１２月１日（木） 

       ・ 合併効果の考え方 等 

 

 

第３回   平成１７年１２月２２日（木） 

       ・ 協議会運営マニュアルの検討に係る論点整理 等 

 

 

第４回   平成１８年１月３０日（月） 

・ 合併による経費削減効果の推計 

       ・ 運営マニュアルの改訂のポイント 等 

 

 

第５回   平成１８年２月２１日（火） 

       ・ 合併による経費削減効果の推計 等 

 

 

第６回   平成１８年３月２３日(木) 

     ・ 合併による経費削減効果の推計 等 

 

 

 


